
現地調査（四国ブロック）の概要

資料２－２

【実施日】 平成31年3月25日、26日

【調査先】  香川県高松市

 徳島県美馬市

 徳島県神山町



調査先概要

香川県高松市 （平成31年3月25日）

徳島県神山町 （平成31年3月26日）

徳島県美馬市 （平成31年3月26日）

〔対応者〕 高松市長、市民政策局長、

市民政策局次長（政策課長事務取扱）、
長寿福祉部長（長寿福祉課長事務取扱）、
都市整備局次長（都市計画課長事務取扱）、
総務局参事（総務局次長事務取扱）、
総合教育センター所長 ほか

〔主なヒアリング事項〕
・ 在宅医療 ・ まちづくり ・連携中枢都市圏
・ スマートシティ ・ 教育ＩＣＴ など

◎ 高松市役所

◎ 香川県庁

◎ 美馬市木屋平総合支所
◎ ＮＰＯ法人こやだいら

◎ 徳島県庁
◎ 神山町役場
◎ ＮＰＯ法人グリーンバレー

〔対応者〕 香川県医務国保課長、都市計画課長ほか
〔主なヒアリング事項〕
・ 遠隔医療 ・ 都市計画 など

〔対応者〕 美馬市木屋平総合支所長、
ＮＰＯ法人こやだいら理事長 ほか

〔主なヒアリング事項〕
・ 小さな拠点 ・ 公共私連携 など

〔対応者〕 徳島県新未来創造担当室長、
神山町副町長、総務課長、
ＮＰＯ法人グリーンバレー理事 ほか

〔主なヒアリング事項〕
・ サテライトオフィス など

※高松市、香川県から同時にヒアリング

◎ 香川県就職・移住支援センター（ワークサポートかがわ）

〔対応者〕 香川県就職・移住支援センター所長
〔主なヒアリング事項〕
・ 地方版ハローワークの現状と課題 など

※木屋平複合施設にてヒアリングした後、施設内の診療所
や買い物支援センター、コンビニの移動販売等を視察

※神山バレー（サテライトオフィス）にてヒアリングした後、更
に３箇所のサテライトオフィスを視察し、企業と意見交換
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現地調査での主な意見 （香川県・高松市①）

【在宅医療・介護連携（高松市）】
→ Ｈ２２から香川県が在宅医療推進のために実施していた医療介護連携事業をＨ２６に高松市が引き継ぎ、Ｈ２６．９

に「高松市在宅医療連携会議」を設置して、在宅医療・介護関係者の情報共有と連携の強化に向けた関係団体の
連絡調整を実施。具体的には、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、介護支援専門員協議会、老人福祉施
設協議会、医療ソーシャルワーカー協会などに入ってもらっている。

→ 同会議の下には、退院支援・医療介護連携部会、コーディネーター養成研修部会、多職種連携研修部会等の部会
を設置

○ 在宅医療・介護連携推進事業や地域包括ケアは、総じてかなり分厚い仕組みに見える。こうした充実した仕組みが
２０４０年まで持つという見通しを持っているか。

→ ２０４０年は未知の世界。当面は、今できることに取り組むことが大切だと考えており、医師会等とも連携して在宅医
を増やし、ネットワークを作っていきたい。

〇 市民からの在宅医療支援センター相談件数は把握しているのか。

→ 周知は進めているが、現状月１０数件の利用となる。最初は医療機関からの相談も多かったが、市民からの相談

も増えてきている。

○ 在宅医療を進めるに当たっての障害は何か。

→ 医療と介護の連携や、在宅医の確保など、様々なことが連携しないと在宅医療は進みづらい。そのため、今取り組
んでいる事業と関係機関等をどうつなげていくかが課題。

○ 医療・介護の連携に当たって、介護を中心に置くパターンと医療を中心に置くパターンがあり、高松市の場合は医
師会を中心にしているように見えるが、その理由は何か。

→ 介護については、在宅介護と施設入所をバランス良くということで進めている。多職種連携において、在宅医療部
分との連携が進んでいなかったので、在宅医療介護連携推進会議で話し合い、現在の形となった。医療、看護、介
護の多職種間で顔が見える関係にしたいと考えている。

○在宅医療・介護連携の計画は、人口変化によるニーズ変化も意識しているのか。それとも、現状の対応で手一杯で、
そこまで考えられていないのか。

→ ２０４０年頃に高齢者人口がピークを迎えるというのは大きな課題だが、まだ現状の対応で手一杯という状況である。
対象者が増えてきたときにどこまで対応できるかの役割分担をもう一度考えなければならない。 2



現地調査での主な意見 （香川県・高松市②）

【遠隔医療（香川県）】

→ Ｈ１５．６に、県が全国初の全県的な医療情報連携システム「かがわ遠隔医療ネットワーク（K-MIX）」をスタート（事

業主体は、Ｈ２０に県から無償譲渡を受けた県医師会）

→ 県内の医療機関間で、画像を含む患者データをメールのように簡単に送受信でき、いわゆる読影依頼だけでなく、

患者紹介やその経過の共有、高度検査機器の共同利用等が可能

→ Ｈ２５・２６年度に、県内中核病院のカルテなどの患者の診療情報を共有化する「かがわ中核病院医療情報ネット

ワーク」を整備し、K-MIXと連携させて、中核病院の患者の診療情報を病院間でやり取りし、治療に役立てる機能を

追加した「かがわ医療情報ネットワーク（K-MIX+）」を構築

→ アレルギーや禁忌情報の共有や、検査等の重複実施の抑制が実現

○ かがわ医療情報ネットワーク（K-MIX+）について、デメリットや利用者の抵抗はあるのか。

→ 個人情報なので患者の同意があった情報のみがやり取りされる。同意されないケースもある。

○ かがわ医療情報ネットワーク（K-MIX+）は月額７０００円の利用料とのことだが、それで新しい開発も含めて賄ってい

けるものなのか。どういうバランスを見て利用料を考えているのか。

→ 今後、どういう内容・スペックにするかはまだ決まっておらず、それに応じて利用料も変わり得る。香川県は、全国初

の全県的な医療連携情報システムを整備したが、後発組の方がクラウドを活用して安くなっている。

〇 導入した医療システムの費用対効果は計っているのか。

→ 実際にどれだけ労働時間を削減できたか等の分析はまだできておらず、これからの課題である。システム更新す

る段階でも、費用対効果の面での精査をしながら、どういった機能を持たせるかの検討が必要である。

○ 医療情報ネットワークについては全都道府県で同じシステムを使っているのか。

→ 各地域でベンダが異なり、各県ごとにベンダに委託してシステムを構築している。厚生労働省では、その各県ごと

のネットワークをつなぐ全国的なネットワークを考えている。
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現地調査での主な意見 （香川県・高松市③）

【都市計画（香川県）】
→ 香川県では、Ｈ１６．５に線引きを廃止した。その理由は、市街化区域（線引き）から市街化調整区域（線引き）を飛

び越えて非線引き都市計画区域や都市計画区域外に人口が移動し、かえって健全な都市圏の形成を阻害してい
ると考えられたため。市街化調整区域（線引き）の自治体からも線引き廃止の要望が出た。

→ Ｈ３２には、各都市計画区域マスタープランの改定を予定している。
○線引きを廃止したことで狙い通り市街地からの人口流出を食い止められたのか、かえってスプロールになったのか。
→ 丸亀市の都市計画区域外は全国的に有名で、そこで人口が増えていた。線引きを廃止したことで、より市街地寄り

の、旧市街化区域（線引き）と旧市街化調整区域（線引き）の境目で人口が増えている。中心が寄ったのは良いこと
だと思うが、周囲の土地が安いので、いずれにせよスプロール化は進んでいる。実態として、住居系と農業系が混
在している状況を生み出している。

○ Ｈ１６の見直しにおいて、都市計画区域外を都市計画区域に編入したのであれば、線引きを廃止しなくても良かった
のではないか。

→ 都市計画区域外を編入することは、すなわち調整区域に編入することであり、自治体はそれを望まず、あくまでも、
線引き廃止を要望していた。区域を拡大し、線引き制度に代わって新たな土地利用コントロールの対象範囲を広げ
たが、課題が生じているのは事実。

【立地適正化計画・中心市街地活性化計画・公共施設等総合管理計画（高松市）】
→ 立地適正化計画の中では、コンパクト・プラス・ネットワークを掲げており、公共施設の統廃合等により、コンパクトで

都市経営が効率化された持続可能なまちづくりを行うとともに、公共交通による各拠点間等の移動を円滑にするこ
とを目指している。

○ コンパクトシティを進めるため、居住誘導区域を小さくしていくことを考えているのか。
→ 昨年３月に策定した現行計画において、用途地域の大半を居住誘導区域と設定しているが、毎年進行管理を行い

ながら概ね５年毎に計画の検証を行うものとしており、その検証結果に対する関係審議会等の意見を踏まえる中で、
必要に応じて方向修正や計画見直しの検討を行う。

○ 居住誘導区域外での開発行為等は届出が必要とのことだが、届出があれば区域内に誘導するのか。
→できるだけ居住誘導区域内にとお願いするものの、届出が出されたら受理している。今後、区域内への居住誘導策、

区域外における住居系開発の規制策・農業振興策など総合的なパッケージとして居住誘導が図られるよう検討し
ているところ。 4



現地調査での主な意見 （香川県・高松市④）

【連携中枢都市圏（高松市）】

→ 高松市を連携中枢都市として、３市５町で、「瀬戸・高松広域連携中枢都市圏」を形成。香川県の人口・面積の約６割を占め

ている。具体的な連携事業としては、がん検診の広域化やデータ利活用型スマートシティ推進事業、地域包括支援センター

運営事業など。

○ 連携事業については、廃止もあるのか。スクラップアンドビルドを前提としているのか。連携事業は柔軟に変えられるのか。

→ 費用対効果について定期的に評価をしているので、廃止もある。ただ、廃止と言っても、他事業への統合等、発展的な見直

しもある。連携協約では大枠だけを定めているため、その中で個々に何を行うかは柔軟に対応できる。

○ 一般に、連携を議論する際には、海を隔てた島をどうするかという問題がある。瀬戸・高松広域連携中枢都市圏の中に島

が入っているが、特別な取扱いをしているか。

→ 離島について特に何かに配慮しているわけではない。ただ、全ての事業で全ての市町が連携しているわけではなく、連携

の対象外となるケースもある。連携している内容としては、月に１回、高松市の図書館のバスが直島町まで走ったり、離島

で急患が出たとき等に高松市の救急艇が向かったりしている。

○ こうした広域連携から、新たな広域連合・一部事務組合等が生まれることはあり得るか。

→ 行政の合理化にはまだ至っていない。連携による生活関連機能サービスの向上が主となっている。小規模な自治体の特性

も考慮しながら連携を進める必要があるため、広域連携を結んだとしても、行政の合理化まで行くのは難しいと考えている。

○ システムの共同化しようという話はあるのか。

→ 将来的には共同化できれば効率化が図れるのではないかと言っているが、共通認識を図っていくところから進めることが必

要。高松市にデータ連携基盤があるので、こうしたものを他の市町と共有していきたい。

○ 周辺市がサービス提供主体になり、高松市が受益者になっているような例もあるか。

→ 基本的には高松市がサービス提供主体となっている。子育てのファミリーサポートセンターは高松市、三木町、綾川町が共

同で実施しており、例えば高松市民が三木町会員にサポートをお願いすることも可能という例はある。

○ 市町ごとの費用負担はどうなっているのか。

→ 事業ごとにそれぞれの担当課が協議している。

○ 各市町の議会との関係はどのようなものか。

→ 広域連携・広域行政を進めていく必要性については、それぞれの議会にも理解してもらっている。
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現地調査での主な意見 （香川県・高松市⑤）

【スマートシティ －ＩＣＴ・データの活用－（高松市）】

→ 高松市では、ＩｏＴ共通プラットフォーム（データ連携基盤）を構築し、産学民官による「スマートシティたかまつ推進協

議会」と連携し、データ利活用による地域課題の解決を推進。

→ 具体的な取組としては、福祉分野でウェアラブル端末による認知症高齢者等の見守り、地域における事故予防を

行ったり、交通分野でドライブレコーダの記録を分析し、ヒヤリハット発生地点の特定を行ったりなど。

→ 保育施設の入所選考にＡＩを活用し、これまで人手による選考事務処理時間が約６００時間掛かっていたのが、約５

０秒で完了。これにより、市民サービス向上（結果通知までの時間短縮、公平・正確な入所選考の実現、削減できた

業務時間を活用して入所保留になった申請者へのよりきめ細かな対応）や働き方改革を実現。

→ スマート自治体の取組で効果として生じた余剰資源（予算、人員等）を新たな分野に投資していきたい。

→ ＩＣＴ活用は試行錯誤しながら、実施につながることが多々あるので、実証事業等については、自治体の創意工夫を

推し進めるよう支援をお願いしたい。

○ 高松市では、何件くらい保育所申込があり、何件が漏れるのか。

→ ４月の入所が多くて、２３００～２４００件。待機児童は、１００人を切るくらい。

○ 今後、子どもが減ればこうしたＡＩは必要なくなるのか。どういう局面でＡＩが必要になると考えているか。

→ 回答は難しいが、このＡＩについては、来年度以降本格導入したいと考えているが、スマートシティ全体で言えば、福

祉などは今後も重要であり続けると考えている。

【スマートシティ －教育ＩＣＴ活用－（高松市）】

→ 高松市ＩＣＴ教育推進計画では、目標に「ＩＣＴを活用した新しい時代に必要な資質・能力の育成」を掲げているが、教

員のＩＣＴ活用能力とＩＣＴ環境がないと、絵に描いた餅になってしまう。

→ 統合型校務支援システムは１００％の小中学校に導入しており、自宅からクラウドサーバにアクセスして自宅で業

務できるテレワーク環境が実現している。

→ 電子黒板を入れても、数が足りないと使う教員と使わない教員の二極化が生じてしまうので、学年単位で各教室１

台入れられるようにしている。
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現地調査での主な意見 （香川県・高松市⑥）

【高松市長との意見交換（高松市）】

○ 連携中枢都市圏は、首長のイニシアチブが重要とよく言われるが、政治家としてのイニシアチブをどう取ったのか。

→ 瀬戸・高松広域連携中枢都市圏は、定住自立圏から始まっている。Ｈ１７・Ｈ１８に周辺６町を編入合併したが、合併

できなかったのが三木町と綾川町。これからの人口減少が始まる中で、広域連携が必要であると考え、私自身が

近隣５町をそれぞれ訪問して、首長に定住自立圏をしようと言った。その際、高松市が中心だと合併に向かうので

はないかという懸念もあったため、合併を前提としないことをきちんと文書で書いて説得した。その後、さぬき市、東

かがわ市についても人口減少問題に対する危機感から、定住自立圏に加わった。定住自立圏時代から、首長と議

長からなる広域連携推進委員会を作り、そこで各年度の方針や連携事業などを決めており、比較的良好に進んで

いる。人口が圧倒的に多いので、高松市が中心になることに周辺市町も違和感はないが、合併には警戒感がある。

○ 周辺市町の首長の交代はあったか。

→ 交代はあったが、基本的には高松を中心とした広域行政を一緒にしていこうというのは変わらない。

○ 多くの自治体において、コンパクトシティと中山間地域への対応というのは共通の課題だと考えるが、今後、人口減

少・高齢化は所与のものだと前提にすると、コンパクトシティを進めながら中山間地域への対策を進める上で、最も

大切と考えているものは何か。具体的な方策と、広域連携の視点も含めてお答えいただきたい。

→ Ｈ１９に市長に立候補したときのマニフェストの一丁目一番地が中心市街地活性化であり、その中では、多核連携

型コンパクト・エコシティという構想を掲げた。これは、中心市街地は中心市街地として大きな核、それ以外のところ

も、各地域で、昔、町だったところを小さな核として、それぞれの諸機能を残して集約していくという考え。その上で、

大きな核と小さな核を基本的には公共交通でつないで行こうという今で言うコンパクト・プラス・ネットワークの考え

方で進めてきた。

→ 一番大きな反発は、郊外の切捨てではないかという議論。しかし、今までのように駐車場付きの大型スーパーを誘

致して全体活性化と言っても、確実に高齢化し、交通弱者は増えるので、そのような街づくりは、車が利用できない

人が増えれば全部が衰退する。そうすると買い物難民は今よりももっとひどい状況になる。そのため、中心市街地

市街地を中心に活性化していくこととしている。

7



現地調査での主な意見 （香川県・高松市⑦）

→ 郊外は開発ができなくなるではないかという批判に対しては、こうした核と鉄道やバスを繋ぎ、面的な利便性を確保
してコンパクト・プラス・ネットワークのまちづくりを進めようと考えている。

→ 公共交通は放っておいたら衰退するのは当然。そのため、公共交通利用促進条例を制定し、交通系ＩＣカードを利
用することで駅でのバス乗り換えが100円割引になるようにしたり、70歳以上の方向けの運賃を全て半額にしたりし
て、公共交通の利用を促進し、公共交通の好循環を作って行こうとしている。そうすることで郊外までの路線も残る
し、郊外の住民も町で買い物ができる。そのため、コンパクトな街づくりはむしろ郊外を活かすまちづくりだと説明し
てきた。まだ不十分のところもあるが、方向性は間違っていないと考えている。

○ スプロールをこれ以上進めないためにどうすればいいか。
→ なかなか難しい。道路事業や街路事業など計画してやってきたが、人口減少を想定する前の時代の取組である。

そのため、計画を変えながら、昔はここに道を通す必要があったが今は要らないのでやめましょうというところまで
持って行って初めて実現するが、そこまでは行っていない。今回できた立地適正化計画はかなり厳しく、居住誘導
地域外には立地を制限するもの。すぐには効果が出ないが、２０年後、３０年後を見据えればそうした取組が必要。

【地方版ハローワーク（香川県）】
→ 利便性の高いサンポート高松地区に、Ｈ２９．４に県内企業の人材確保拠点として新しく移転し、オープンした。最近

の高い有効求人倍率は、景気が拡大していると考えれば良いことだが、県内企業の人材確保が厳しく、困っている。
→ 香川県では、大学進学者の８割が県外大学に進学し、県内にどのような会社があるかを十分知らないまま、県外に

そのまま就職してしまう。県外に進学した学生は、香川県に戻っても県内に仕事はないと思い込んでいる。
→ 国のハローワークとの差別化のため、こちらでは正規雇用・正社員求人のみを扱っている。求職者対応のスタッフ

は全員キャリアコンサルタントの資格を持っており、県が運営する求人サイト「ジョブナビかがわ」を活用して、企業
の採用ニーズに即して、企業と学生・求職者をマッチングできるようにしている。

→ また、ジョブナビ香川というサイトをＨ３０．４から運営している。
→ 今年度は、２月末までの成果（就職決定者数）は２１６人。
→ 大きな課題は、「ワークサポートかがわ」や「ジョブナビかがわ」等を知ってもらうのが難しいということ。
→ Ｈ２９．１１に開設した「インターンシップナビかがわ」は、官公庁も含めて幅広く、２４時間いつでもインターンシップ

の申込みができるサイト。約１４０事業所と学生５００人が登録しており、このサイトを通じて２７０件が成立。
8



現地調査での主な意見 （香川県・高松市⑧）

→ 県内企業がインターンシップに少しでも着手しやすいよう、企業向けのインターンシップセミナーもしている。
→ そのほか、合同就職面接会、学生向けの企業見学バスツアーを行っている。その際には、少しでも関心を持っても

らうよう、「地元貢献」コース、「香川から世界」コースなど、テーマを設けて行っている。
→学生は、香川県に就職しようにも相談する場所も知らない。県内企業を知らずにいる人にどう知ってもらうかが課題。

○ 県外に進学した学生にもプッシュ型で県内就職を促しているのか。
→ 待っていても状況は改善しないので、ワークサポートかがわだけでなく、県の東京事務所・大阪事務所が大学の

キャリアセンターを訪れて県内企業の広報・周知をしている。県内出身学生が５～１０人でもいれば訪問している。

○ 国のハローワークや民間の就職活動サイトでなく、県だからこそできることは何か。
→ 県内企業は採用のための費用をあまり割けない。県の就職活動サイトでは、県内企業の負担はない。ハローワー

クとは言え、就職支援というより、県内企業支援に軸足を移している。

○ より多くの人に就職してもらうために、県内企業を指導しているのか。
→ 県の労働政策課のほうで働き方改革を進めている。また、求職者や学生が企業の求人内容の何を見ているかは、

伝える機会があるときには企業に伝えている。

○ 県内の企業の給与水準はどのようなものか。
→ 低い。そこが県内就職のネックになることがある。生涯の生活コストを考えれば、大都市で就職するのと比べて悪く

ないと思うが、どうしても初任給の額だけを見てしまう。

○ 最近の学生はどのような手段で就職先を探すのか。
→ ネットで探す。キャリアセンターですら利用しないことが増えている。リクナビ・マイナビも利用せずに就職活動するこ

とも増えてきており、ワークサポートかがわが入り込むにあたっては、厳しい状況である。企業が学生に接触する機
会が減り、ハードルが高くなる一方。かつて就職が厳しかったときは、就職活動イベントでブースに企業が座ってい
たが、いまやブースに学生が座り、企業側から売り込むケースもあるようだ。

○ 県内の大学・高専に進学した学生は県内に就職するのか。
→県外就職が増えている。キャリアセンターに聞くと、これまで付き合いのなかった県外企業が学生を取りに来ている。

○ 国のハローワークとはどのような連携をしているのか。
→ 求職者の状況に応じて正社員としての就職が厳しそうであれば国のハローワークを勧める。 9



現地調査での主な意見 （美馬市①）

【小さな拠点（木屋平複合施設）】 ※ 「→」は特記のない限り美馬市

→ これまで総合支所（旧木屋平村役場）、老人福祉センター、公民館、国保診療所、歯科診療所、薬局、郵便局、ＪＡ

が点在し、住民にとって非常に不便だった。

→ そこで、行政、医療・福祉、商業等の日常の生活に必要なサービスが住まいの身近で提供できる拠点づくり（「小さ

な拠点」）を行った。これにより、地域住民に対する様々な公益サービス機能を維持するとともに、高齢者への移動

負担の軽減を図るため、既存公共施設の集約化によるワンストップサービスを実現。

→ 具体的には、廃校により遊休化している旧木屋平中学校を市の行政窓口、地域交流施設、医療施設及び商業施

設を含む複合施設として改修。

→ 一方、施設内の買い物支援センターは、品揃えの充実について住民から意見が出ており、今後新たな取組をする

予定。

→ また、大手コンビニチェーンと協働し、移動販売による買物支援も行うこととした。当初は市の直営を考えていたが、

市からも運営補助を出した上でコンビニチェーンにお願いして運行できている。１日あたり１０万円の収入がないと

やっていけないとのことだったが、最近はまずまず利益が上がっており、１０万円を超えることもある。遅い時間帯だ

と物がないという不満も出るくらい。

○ 移動販売による買物支援と施設内の買い物支援センターは別事業なのか。

→ 全く別物。買い物支援センターはＪＡと商工会が主体で、ＪＡで扱っているようなもの（米、植物の種、農業用の靴、

殺鼠剤など）。食品も扱ってほしいと要望している。それに対し、コンビニチェーンの移動販売では加工品やレトルト

食品、牛乳も運んで来てくれる。

○ 施設はＮＰＯが運営をしているのか。

→ 市が運営している。

10



現地調査での主な意見 （美馬市②）

○ 住民は分散しているが、ここに出て来ることは便利と思っているのか。

→すごく便利とまでは思っていないのではないか。ただ、高齢者を含め、自家用車を持っているので何とかなっている。

市が穴吹から川上まで１日３往復市営バスを運行しているほか、ＮＰＯ法人の過疎地有償運送事業もある。

→ （ＮＰＯ法人こやだいら）複合施設ができる前は、郵便局も診療所も点在していたので、車を持たない高齢者にとっ

ては、バスの時間も合わせないといけないし、１日がかりだった。特に冬場は大変だった。１箇所でできるのは住民

にとってはとてもありがたい。

→ 施設の利用者アンケートを見れば、施設に来れば必ず複数施設を回っている。

○ 診療所の医師はどのように確保しているのか。

→ 県に依頼している。自治医科大学出身の医師に来てもらっている。

11



現地調査での主な意見 （美馬市③）

【ＮＰＯ法人こやだいら】 ※ 「→」はＮＰＯ法人こやだいら

→ 当地域は山間部にあり、山の上が古い集落で、下の国道沿いが新しい集落である。災害時は下の地域の方が遭

いやすいというのもあり、下の国道沿いの地域に集落を集めるというのは現実的でない。

→ 限界集落と言われ、以前と比べて人口が大幅に減少したと言われているが、もっと昔に遡ればもっと人口は少な

かったので、それほど気にすることはないと考えている。

→ しかし、高齢者の移動手段が課題になっている。合併前は、車が運転できない高齢者のために村が補助して買い

物や受診のためにタクシー送迎を行っていたが、合併時の行財政改革で廃止された。

→ しかし、公共交通機関で動こうにも最寄のバス停まで１～３ｋｍという状況なので、それでは困るということで、住民

主導で、ＮＰＯ法人を中心に過疎地有償運送事業を行う今の仕組みを作った。

→ 地域の課題の把握方法は１年又は２年に１度のアンケート調査。その中で出て来た課題の解決策をＮＰＯ法人で提

案したりしている。

→ 最大の課題は、活動を継続して行けるかということ。１０年くらいは持つと考えているが、地域全体も高齢化し、組織

も高齢化している。高齢化の結果、住民がいなくなれば、私たちの活動も終わりと考えている。

→ 初年度のＨ１９からＨ３０まで年度で黒字経営をしている。収入は住民の会費（年間１０００円）や、業務の対価で

賄っている。送迎だけで捉えれば、これだけで経営はできない。過疎地有償運送事業、地域おこし事業、農林業作

業支援事業、防災活動事業、高齢者生活支援事業、清掃活動事業、自然保護活動事業の７事業を行っている。事

業別に見れば黒字事業も赤字事業もあるが、差し引きすれば全体で年間４０万円から６０万円程度の黒字。補助

金はなく、自分たちで経費を賄うのが基本。

→ 活動を継続するための人材の確保策としては、行政の退職した人に入ってもらっている。

→ 行政は行政、ＮＰＯはＮＰＯということではなく、全体で取り組んでいかないといけない。７００人くらいの小さな集落な

ので、ちょうど運営しやすい規模。行政で時間が掛かる事項がＮＰＯ法人ではスピーディに解決できることがある。

行政でできないことも我々でしていく。

→ 行政に期待することとしては、ＮＰＯ法人の活動内容の理解と、社会貢献に対しての位置付け。行政としても、「ＮＰ

Ｏ法人で適当にやってくれ」ではなく、ともに取り組み、スムーズに活用してもらうことが必要 12



現地調査での主な意見 （美馬市④）

○ 黒字になっているのはどの事業か。
→ 高齢者生活支援事業。社会福祉協議会から委託を受け、老人福祉施設の管理を行っている。

○ ＮＰＯ法人こやだいらの理事長の前職は何か。
→ 美馬市の職員だった。合併前は木屋平村の職員だった。

○ 中国ブロックの視察で訪れた島根県雲南市波多地区では、地域自主組織が施設の管理を行っていたが、ＮＰＯ法人こや
だいらが施設の管理までは行っていないことは何らかの考慮があったのか。

→ 偶然の要素が大きい。ＮＰＯ法人こやだいらは、過疎地有償運送事業から始まっている。合併前は診療所にタクシーで送
迎する補助をしていたが、合併を機に認められなくなった。それでは困ると住民が始めたのが過疎地有償運送。それが
地域に求められていたから生まれたのであって、市からこの事業をしてくれと言われたわけではない。施設管理について
は、現状でも課題が多いので、そこまで回らないと考えている。

→ 国交省が規制を緩和したお蔭でこうした活動ができるようになった。

→ 今の形があるのは合併のお蔭だと思っている。合併があって、タクシー送迎補助がなくなった結果、それがきっかけと
なって住民が動き、過疎地有償運送事業が始まった。合併がなければずるずるとタクシー送迎補助が続き、結局予算が
尽きたところで終わっているように思う。

○ 会員339人は、全員その地区に住み、車を持っていて有償運送事業に従事できる人なのか。

→ そうではなく、地区の住民であろうがなかろうが、車を持っていようがいまいが、入会は自由。会員以外はサービスを利用
できないので、それで会員になることを促している。サービス提供については、過疎地有償運送以外は地域外の人もでき
る。地域外から人が入ってくれるのもありがたいと考えている。

○ 島根県雲南市波多地区では、地域自主組織には法人格が必要であり、かといってＮＰＯ法人であれば地域外から人が
入ってきてしまうので新たな法人制度が必要だと言っていたが、どのような理由で今の法人形態を選んだのか。認可地縁
団体も考えたのか。

→ 運営ができたらどのような法人格でも良いと考えていた。まず、過疎地有償運送事業をしたいというのがあり、それに加
えて住民ニーズを踏まえて７事業を行うこととした。もともと１２事業をしたかったが、知事認可が難しかった。７事業でも
チェックが厳しかったが、今や申請すれば柔軟に認められるようになっているのではないか。

○ 行政はＮＰＯ法人の立ち上げ資金を出したのか。
→ 資金は出してもらっていない。前市長が補助金を廃止するときに道筋を付けてくれた。調整はしてもらった。 13



現地調査での主な意見 （神山町①）

【ＮＰＯ法人グリーンバレー】

→ 地方や過疎地における課題は、雇用や仕事がないことだが、もっと言えば若い人に魅力のある仕事がないというこ

とである。

→ 神山町における地域活性化はアリス人形の里帰り運動から始まった。１９２７年に米国から贈られた友好親善人形

の里帰り運動を進めたアリス里帰り推進委員会が１９９２年に神山町国際交流協会となり、県の国際文化村プロ

ジェクトに合わせて１９９７年に国際文化村委員会となり、それが２００４年にＮＰＯ法人グリーンバレーとなった。

→ 国際文化村委員会では「文化が経済を育む」というのを掲げていたが、２０年前に蒔いた種が今、花開きつつある。

地域づくりは、拙速で行うのでなく、自分で成果を見られなくても将来のことを考えるという姿勢が大切。

→ 「アートによるまちづくり」では、著名な芸術家の作品を集めるという方法もあるが、神山町では資金が潤沢でなく、

専門家もいなかったため、作品ではなく人に焦点を当て、制作に訪れるアーティストの滞在満足度を上げ、神山町

の持つ「場の価値」を高めることとした。具体的には、自費滞在を希望するアーティストに対して、宿泊・アトリエ等の

サービスを有償提供することによって、ビジネス展開を模索した。

→ また、田舎ではアーティストは食べていけないことが分かり、クリエイターはもう少しビジネスに近いため、空き家を

改修してクリエイターがお試し滞在できるオフィス兼住居を作った。

→ そうした人の繋がりから、イギリス出身のデザイナーが、２００５年９月に整備した光ファイバー網も活用して神山町

にオフィスを構え、それがサテライトオフィスのはしりになった。

→ その後も人の繋がりから、次々と移住者が増え、歯科診療所、ビストロ、ピザ屋、オーダー靴屋、総菜屋、かばん屋

などが次々とできた。新たな人の流れが地域内経済循環に繋がっている。

→ 神山町では芸術家が起業者を呼び、それがサテライトオフィスを生み、ビストロ・ピザ屋等のサービス業を育てて、

本丸の農業の振興に繋がっている。これが、本丸の農業から攻めると攻めあぐねてしまう。付加価値が生まれてい

るのはサービス業であり、サービス業が外にあると、いくら農産物が売れても結局お金が域外に流出する。

→ 人が移り住んでくる、還ってくる、留まることを選択するためには、地域に「可能性が感じられる状況」が不可欠であ

り、町職員と住民による官民混成チーム（「つなぐ委員会」）により神山町創生戦略「まちを将来世代につなぐプロ

ジェクト」を作った。 14



現地調査での主な意見 （神山町②）

○ 長年の積み重ねの結果、地域活性化の成果が出ていると思うが、今の悩みは何か。

→ この先どうなるのかと思っている。神山の農業は７０～８０代が支えている。神山町はいい流れができつつあるが、高齢化

のスピードが勝ったらどうなるのかと思っている。

○ 神山町創生戦略を作った「つなぐ委員会」の年齢層や人選はどのようなものか。

→ ワーキンググループは基本は４０歳未満。しかし、神山町だと平均年齢が高いので、厳格に40歳未満とするのでなく、緩め

にしている。２０４０年、６０年の議論をするときに、そのときにいない人よりも、そのときに街の中心になっている人に議論を

任せた方が良いとの考え。やりたいことを持っている人を一本釣りした。

○ 若手に参画をと言っても、「結局は上の人たちで決める」という諦めが多い地域があるのではないか。

→ この７、８年、町と民間が協力していく流れができ、神山町は結果的に通常の町役場よりも頭は柔らかくなっている。これま

で、計画を立てても何にもならなかったとの思いも役場にあった。行政と住民で計画を作る３，４ヶ月のプロセスを体感したこ

とによって、それぞれが腑に落ちる形で始まり始めた。参加者が「これって何か起こりそう」というエネルギーが蓄積された

３ヶ月だった。

○ ＮＰＯ法人グリーンバレーの中心である理事の前職は何か。いつから参加しているのか。

→ １９７７～７９年にシリコンバレーに２年間留学し、そこから帰ってきて家業の生コン業を継いだ。傍観したくもないので、地域

おこしに携わった。神山町の地域活性化の原点となったアリス人形の里帰りについても中心に動かした。

○ 新しい人たちと古い人たちの対立はあるのか。

→ 様々な人がいるので、今でも見慣れない人がうろうろしていると思っている人はいるだろう。移住者のみを優遇するのは良く

ないと思う。団塊の世代である６０代は、結構町に帰ってきている。親の世代は自営業をやっていると帰って来られる。一方、

５０代くらいが弱い。帰って来ても生活ができない。

→ ある意味、東京に出た人が捨てたものを移住者が掘り出してくれている。これを見て、東京に出た人の子や孫が神山町の

可能性を見て帰ってきて欲しい。

○ 移住者のみを優遇するのは良くないとのことだが、移住者が地域に溶け込むためには移住者の側に立ってやる存在が必

要だと思う。移住者の側に立ってやるのは町か、それともグリーンバレーか。

→ 地域住民が移住者の側に立って、どういう風にしたら馴染めるかのテクニックを教えている。変わった人を見続けたら馴染

み方のテクニックが分かってくる。移住の一番多い下分という地域は全然活気が違う。子どもが多い。保育所も児童があと

３人増えたら待機児童が出るところだった。 15



現地調査（四国ブロック）の概要（参考資料）

資料２－２
参考資料



香川県高松市の概要①
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人口・面積等

人口（H30.1.1） 429,189

世帯数 195,512

面積（㎢） 375.41

密度（人／㎢） 1,143.25

高齢者人口（人）
（割合（％））

115,611
（26.9）

産業別就業人口・構成比

第一次産業
5,085
（2.8）

第二次産業
37,586
（20.4）

第三次産業
141,640
（76.8）

中核市移行、合併等の状況、

H11.4.1
H17.9.26
H18.1.10

中核市
編入 塩江町

編入 牟礼町、庵治町、香川町、香南町、国
分寺町

高松市

丸亀

坂出

善通寺

観音寺市

さぬき市

東かがわ

三豊市

土庄町
小豆島

三木町

直島町

宇多津町

綾川町

琴平町

多度津

まんのう町



在宅医療・介護連携推進事業の推進体制

18

高松市在宅医療介護連携推進会議①

団体名 人数 備考

高
松
市
在
宅
医
療
介
護
連
携
推
進
会
議

委
員

高松市医師会 3

木田地区医師会 1 H30.4.1～

綾歌地区医師会 1 H30.4.1～

高松市歯科医師会 1

高松市薬剤師会 1

香川県看護協会 1 H28.7.20～

香川県訪問看護ステーション連絡協議会 1

香川県理学療法士会 1 ★

香川県介護支援専門員協議会 1

高松市指定居宅介護支援事業者連絡協議会 1 ★

高松市老人福祉施設協議会 1 H28.7.20～

病院地域医療連携室 2

認知症疾患医療センター 1 ★

香川県医療ソーシャルワーカー協会 1 H29.5.17～

在宅医療・介護連携に関する有識者 1 H27.7.25～

香川県健康福祉部長寿社会対策課長 1 ★

高松市健康福祉局長寿福祉部長 1 ★ 合計 20人

★…H26年度設置時に
追加した職種



退院支援・医療
介護連携部会

 (オ)
 在宅医療・介護連携
 に関する相談支援

 (ウ)
 切れ目のない在宅
 医療と介護の提供
 体制の構築推進

 (エ)
 医療・介護関係者の
 情報共有の支援

 (カ)
 医療・介護関係者の
 研修

高松市在宅医療介護連携推進会議

 (イ) 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討
 (キ) 地域住民への普及啓発

 (ア)
 地域の医療・介護の
 資源の把握

便利帳作成部会 コーディネーター
養成研修部会

多職種連携
研修会部会

在宅医療・介護連携推進事業の推進体制
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高松市在宅医療介護連携推進会議②



取組状況

20

在宅療養に係る相談窓口のほか、病院・診療所や歯科診療所、薬局、介護事業
所を始め、訪問理美容や配食サービスなどの、市内約1,700か所の一覧と、
地図情報等を掲載した「在宅ケア便利帳」や、パソコンやスマートフォンなど
から簡単に検索できる「在宅ケア便利なび」を作成。

便利帳作成部会

部会を中心とした取組①

病院やサービ
スの検索はコ

チラから

●ホームページURL
http://www.tak-zaitakubenri.jp/ 【 QRコード】→

検索したい
分野を選択

(病院・薬局など)
●検索画面



取組状況

21

退院調整が困難な事例や在宅療養を行っている実例などから、医療・看護・介
護等の多職種の関わり方などについて検討を行う過程を通じて、多職種間の情
報共有と相互理解を促進するとともに、患者等の意思を尊重した支援の在り方
について検討を行う。

退院支援・医療介護連携部会

部会を中心とした取組②

●事例検討を通じた課題の抽出と対応策の検討会
「医療介護連携ミーティング」をH28年度３回、

H29・30年度４回開催（毎回約110人参加）

●入退院支援ルールづくり

●多職種連携のためのＳＮＳサービス導入の検討



取組状況

修了者は、次年度以降の養成研修において、講師やグループワークのファシリテーターを

務めるほか、医療介護連携ミーティングの事例検討におけるパネリストを務めることもある

22

在宅医療への移行及びそのマネジメントができる人材を育成するため、看護師
や介護支援専門員などを対象として、在宅医療コーディネーター養成研修を
行う。

コーディネーター養成研修部会

部会を中心とした取組③
HHC : Home Health Coordinator

(在宅医療コーディネーター）

●職種：看護師、薬剤師、ケアマネ、ＭＳＷ、保健師、
理学療法士、作業療法士、歯科衛生士など

●所属：病院・診療所、歯科クリニック、居宅介護支援
事業所、訪問看護ステーション、調剤薬局、
地域包括支援センター、グループホームなど

●研修カリキュラム：座学６回（必須）
先進地視察、現場実習など

●養成人数：H27年度３８人、H28年度４０人
H29年度４１人、H30年度４０人



２ 取組状況

23

医療職、看護職、介護職等のそれぞれの専門性を理解し、「顔の見える関係
づくり」を促進することで、ネットワークの構築を図る。

多職種連携研修部会

部会を中心とした取組④

●年１回開催（約130人参加）

●内容：講演とグループワーク等

取組状況



香川県（遠隔医療①）
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香川県（遠隔医療②）
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香川県（都市計画①）
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香川県の都市計画区域（見直し前）



香川県（都市計画②）
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都市計画区域の拡大・再編



香川県（都市計画③）

28

区域区分の有無の検討

• 高度成長期から
の調整区域外側
における人口増

⇒健全な都市圏
の形成を阻害

 平成１６年５月 新たな土地利用コントロール方策
の導入を前提に、区域区分を廃止

 県人口は減少に転じ、市街化圧力は
縮小に向かうと予測

 農地と宅地が混在する土地利用

 都市圏レベルで高い道路整備率

 大規模プロジェクトの整備も概ね完了



香川県高松市（まちづくり①）
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香川県高松市（まちづくり②）
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香川県高松市（連携中枢都市圏）
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香川県高松市（スマートシティたかまつ①）
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香川県高松市（スマートシティたかまつ②）
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香川県高松市（保育施設AI入所選考事業）
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香川県高松市（教育ICT①）
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香川県高松市（教育ICT②）
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香川県（地方版ハローワーク）
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徳島県美馬市の概要①

38

人口・面積等

人口（H30.1.1） 29,963

世帯数 12,858

面積（㎢） 367.14

密度（人／㎢） 81.61

高齢者人口（人）
（割合（％））

10,766
（35.9）

産業別就業人口・構成比

第一次産業
1,253
（9.7）

第二次産業
3,736
（28.9）

第三次産業
7,943
（61.4）

市制施行、合併等の状況、

H17.3.1 合体（市制施行） 脇町、美馬町、穴吹町、
木屋平村



徳島県美馬市（公共私連携、小さな拠点①）
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徳島県美馬市（公共私連携、小さな拠点②）
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徳島県美馬市（公共私連携、小さな拠点③）
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徳島県神山町の概要①

42

人口・面積等

人口（H30.1.1） 5,464

世帯数 2,483

面積（㎢） 173.30

密度（人／㎢） 31.53

高齢者人口（人）
（割合（％））

2,733
（50.0）

産業別就業人口・構成比

第一次産業
860

（32.3）

第二次産業
491

（18.5）

第三次産業
1,309
（49.2）

町制施行、合併等の状況、

S30.3.31 合体（町制施行） 阿野村、鬼籠野村、神領
村、下分上山村、上分上山村



徳島県神山町（NPO法人グリーンバレー）

43

【主な事業】
・ KAIR 神山アーティスト・イン・レジデンス
・ Bed & Studio プログラム（アーティストの滞在支援）
・ アドプト・ア・ハイウェイ神山
（清掃活動をベースとしたまち美化プログラム）

・ 里山づくり
・ 神山町農村環境改善センター、創造の森等の指定管理
・ 神山町移住交流支援センター受託運営
・ サテライトオフィス誘致
・ KVSOC 神山バレー・サテライトオフィス・コンプレックス
・ ワーク・イン・レジデンス（寄井・上角商店街再生事業）
・ 神山塾（人材育成支援）
・ KMS 神山メイカーズスペース
・ 農下村塾

【活動内容】
・ 神山に関する情報発信
・ 地域経済の活性化や文化の促進
・ 地域課題の解決と、そのモデルの発信
・ アーティストの制作支援
・ アートによるまちづくりの推進
・ 自然や居住環境の維持と改善
・ 移住・定住の支援
・ 就業・起業の支援
・ サテライトオフィスの誘致



徳島県神山町（サテライトオフィス：WEEK神山）
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徳島県神山町（サテライトオフィス：神山バレー）

45

神山バレー・サテライトオフィス・コンプレックス



徳島県神山町（サテライトオフィス：えんがわオフィス）
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徳島県神山町（サテライトオフィス：神山しずくプロジェクト）

47

川の水を守りたい

神山町では30年前と比べ川の水量が約3割に減っています。川の水を

増やすためには、過密になってしまった杉を切って、山肌に光が届くよう
にすることが大切です。私たちは、杉を切るために、杉の新たな活用法
を考えてみました。

●杉の製品をつくる ●薪にして使う

大規模な投資をするのではなく、これが私たちにもできる等身大の取り
組みとして。



徳島県神山町（サテライトオフィス：Sansan株式会社）

48

■サテライトオフィス開設の背景

名刺管理クラウドサービスを通じて世界の働き方に革新を起こすことを目
指しているITベンチャーのSａｎｓａｎは、既成概念にとらわれない「新しい働き

方」を模索し様々な取り組みを行っています。社員の生産性を高める試み
の一つとして、2010年10月より徳島県の築70年の古民家を借り受け、サテ
ライトオフィス”Sansan神山ラボ”を開設しました。神山町に開設した主な理
由は以下の３つです。

◎現地NPO法人グリーンバレーのバックアップ
◎豊かな自然環境
◎高速インターネット環境

Sansan神山ラボ開設後は社員に好評で40名以上が滞在を経験しましたが、

子育て中の社員は家族と離れることが難しく利用できないという課題があり
ました。そこで敷地内の納屋を改装しワークスペース”NAYA”として再利用。

生活と仕事の空間を分けることで、集中して東京と同じ成果を出しながら家
族との時間も作れるようになりました。

Sansanではサテライトオフィスの取り組みを通じて、社員に既成概念・固定

概念にとらわれないマインドが生まれ、生産性の向上や会社の文化醸成に
つながると考えています。今後Sansan神山ラボではソフトウェアの開発業務、

管理業務、マーケティング業務に加えて、対面で行っていた営業やコンサ
ルティングなどのオンライン化を推進し、在宅勤務など多様なワークスタイ
ルの実現を目指します。
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